
 
事業事前評価表 

 

１．案件名（国名） 

国名： チュニジア共和国 
案件名：地方都市水環境改善事業 
L/A 調印日：2013 年 6 月 21 日 
承諾金額：10,871 百万円 
借入人：チュニジア下水整備公社 (Office National de l’Assainissement : ONAS) 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における下水セクターの開発実績（現状）と課題 
 チュニジアは、国土の年間平均降雨量が 500mm と少なく、国土の半分が半乾燥気

候条件下にある。水需要の約 2/3 を地下水に頼っており、地下水源が貴重な水資源と

なっている。チュニジア下水整備公社（Office National d'Assainissement、以下

「ONAS」という。）が管轄する地域の下水道接続率は 89.3%（2010 年）に達して

いるものの、内陸部の地方都市においては、70～80 年代に建設された下水道管渠の

老朽化が著しく、汚水漏れによる地下水源への影響が懸念されている。また、同国都

市部の人口増加率は 1.3%（2008 年-2030 年）と予測されており、これに伴い都市部

の水需要も 450 百万 m3（2008 年）から 2030 年には 862 百万 m3に増加することが

見込まれており、水需要の増加に伴う汚水量の増加に備えた下水道施設の更なる整備

が急務となっている。こうした中、地下水の汚染防止による地域住民の衛生環境の改

善及び貴重な水資源の管理強化の観点より、下水道システムの改築・拡張は喫緊の課

題である。 
(2) 当該国における下水セクターの開発政策と本事業の位置づけ 
 チュニジア政府は、「第 12 次 5 ヵ年社会経済開発計画（案）（2012 年～2016 年）」

において、公共衛生の改善や水資源の保全に資するとして、下水サービスの向上や下

水普及率の増加等を目標として掲げている。ONAS により策定された下水道整備計画

においても、社会経済インフラ整備が遅れている内陸部を対象とした地方都市水環境

改善事業（以下「本事業」という。）は優先事業に定められている。また、2011 年 1
月に発生した革命後、内陸部における雇用の拡大に対する住民の要望は高まっており、

約 27 万人日の雇用創出効果が見込まれる本事業の早期実現が、チュニジア政府の優

先課題となっている。 
(3) 下水セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 
 対チュニジア国別援助計画（2002 年 10 月）は、環境及び水資源開発・管理を重点

分野と定めており、これを受け JICA の事業展開計画では、環境を重点分野の一つと

位置付けているところ、本事業は我が国及び JICAの援助方針に合致している。また、

本事業は内陸部の社会サービス改善に資するところ、JICA の重点分野である格差是

正にも合致している。実績としては、下水道セクターにおいて「南部地域上下水道整

備事業（1994 年、7,577 百万円）」及び「４都市下水道整備事業（1996 年、6,389
百万円）」の円借款を供与している。革命後、内陸部の生活環境改善は喫緊の課題で

円借款用 



あり、内陸部の雇用創出及び格差是正に資する本事業の実施は、G8 ドーヴィル・パ

ートナーシップに基づく支援に貢献するものである。 
(4) 他の援助機関の対応 
フランス開発庁（AFD）及び欧州投資銀行（EIB）が協調融資により、全国 24 県

のうち本事業対象以外の 14 県において下水管渠の改築・拡張を実施中である。また、

ドイツ復興金融公庫（KfW）は、下水処理場の汚泥管理調査を実施中であり、世界銀

行がチュニス近郊を中心に下水道整備事業を支援している。 
(5) 事業の必要性 
上記のとおり、同国の主な水源である地下水源の保全及び地域住民の衛生環境の改

善は急務であり、これに対応する本事業は、同国の開発政策並びに我が国及び JICA
の援助方針に合致していることから、本事業の実施を JICA が支援することの必要

性・妥当性は高い。 

 

３．事業概要  

(1) 事業の目的 
 本事業は、チュニジアの地方都市において、下水システムを改善することにより、

各都市における下水処理能力の強化を図り、もって、汚水による自然環境の汚染防止、

都市・生活衛生環境の改善に寄与するものである。 
(2) プロジェクトサイト/対象地域名  
スファックス県、ビゼルテ県、ザグアン県、ベジャ県、シリアナ県、エル・ケフ県、 
ジェンドゥーバ県、カセリン県、シディ・ブジィド県及びケビリ県（計 10 県） 

(3) 事業概要 
1)下水処理場の改築・拡張（国際競争入札）、下水処理場のリハビリ（国内競争入札） 

2)下水道管渠の改築・拡張（国内競争入札） 

3)ポンプ場の設置（国内競争入札） 

4)維持管理用機材の調達（国際競争入札） 

5)コンサルティング・サービス（詳細設計、入札補助、施工監理等）（ショートリ 

  スト方式） 
(4) 総事業費/概算協力額 

14,209 百万円（うち、円借款対象金額：10,871 百万円） 
(5) 事業実施スケジュール 

2014 年 3 月～2022 年 9 月を予定（計 102 ヶ月）。施設供用開始時（2020 年 10
月）をもって事業完成とする。 
(6) 事業実施体制 
 1) 借入人：チュニジア下水整備公社（ONAS） 
 2) 保証人：チュニジア共和国政府 (Government of the Republic of Tunisia) 
 3) 事業実施機関：ONAS 
 4) 操業・運営／維持・管理体制：ONAS  
(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 
① カテゴリ分類：B 



② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガ

イドライン」（2002 年 4 月公布）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特

性および影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影響は重大

でないと判断されるため。 
③ 環境許認可：本事業対象の 5 下水処理場のうち、拡張工事が伴う 2 処理場は環

境影響評価（EIA）報告書が義務付けられており、工事着手までに作成予定。 
④ 汚染対策：下水処理場からの排水は、国内基準に沿って処理・放流されるため

問題はない。汚泥処理については、農業肥料への再利用に取り組んでいると共

に、現在、KfW の支援を得て、汚泥処理に係る中長期計画策定のための調査

を実施中（2014 年第 3 四半期に完了予定）。 
⑤ 自然環境面：事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周

辺に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。   
⑥ 社会環境面：ポンプ場新設のために小規模の用地取得が発生する見込みである

が、原則、公用地を使用する予定。私有地の取得が回避できない場合には、同

国国内法に基づき用地取得手続きが進められる。  
⑦ その他・モニタリング：EIA に含まれる環境モニタリング計画に従って、国家

環境保護局の監視の下、ONAS が定期的に実施する。  
2) 貧困削減促進：特になし 
3) 社会開発促進：特になし 

(8) 他スキーム、他ドナー等との連携 
特になし（技協、無償との連携はなし） 

(9) その他特記事項 
協力準備調査の結果、気候変動の緩和効果（温室効果ガス排出削減効果）があると

は認められなかったが、下水道システムの整備を通じ、強雨による浸水や未処理水の

放流を軽減し衛生環境を改善することで、気候変動の適応に資する事業と考えられる。 

 

4. 事業効果 

(1)定量的効果 
 1) 運用・効果指標 

指標名 
基準値 

（2011 年実績値） 
目標値（2022 年） 
【事業完成 2 年後】

汚水処理人口（人）注 1 182,322 206,777 

汚水処理施設能力（m3/日） 20,570 31,646 

下水網接続率（%）注 2 88.3 93.9 

 注 1：5 下水処理場の処理区人口合計、注 2：管渠整備対象都市の接続率平均 

 2) 内部収益率  
以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 6.2％となる。 
 費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
 便益：下水道料金収入注 3、下水処理水の農業利用による節水効果、衛生環境改善 
 による医療費減少及び 5 歳未満の乳幼児死亡率減少 
 プロジェクトライフ：20 年 



 注 3：下水道料金は住民の支払能力を踏まえて設定されているため、下水道料金収  
 入を生活環境保全・改善に対する支払い意思額とみなし、EIRR の便益とした。 
財務的内部収益率（FIRR）については、本事業は公共性が高く、政策的に下水道料

金収入が低く設定されており、本事業単体で財務的収益性の確保が求められていない

ため、算出せず。 
(2) 定性的効果 

自然環境の汚染防止、都市・生活衛生環境の改善、気候変動への適応 

5. 外部条件・ リスクコントロール 

特になし 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

(1) 過去の類似案件（中国「四都市上水道整備事業」） 
の事後評価結果等から、赤字の事業体については、財務的な事業の継続性を図る上で、

適正な料金水準を確保する事が必要との教訓が得られている。 
(2) 本事業においても、事業体は赤字であることから、本事業の持続性を確保するた

め、上記教訓を踏まえ、下水道料金値上げや徴収率改善等に係る ONAS の取組みや

財務状況につきモニタリングを実施する必要がある。 
 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 
 1) 汚水処理人口（人） 
 2) 汚水処理施設能力（m3/日） 
 3) 下水網接続率（％） 
(2) 今後の評価のタイミング 

事業完成 2 年後 

 
 以 上 


